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経 済論叢(京 都大学〉第158巻 第6号,1996年12月

イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャ ー と公 務 労 働

.重 森 曉

は じ め に

日本 に お い て 公 務労 働 とい う概 念 が 生 まれ,公 務 員 労働 とは異 な る独 自の 範

疇 と して 確 立 す る の は,戦 後,1960年.代 後 半 以 降 の こ とで あ る。 そ の契 機 と

な った の は,1968年 の 第5回 自 治体 学 校(自 治 体 問 題研 究所 主 催)に お け る芝

田進 午 の 講義 「公務 員 労 働 者 論 」 で あ った 。

そ こで は,ま だ公 務 労 働 とい う用 語 は明 示 的 に は 用 い られ て はい なか った が,

芝 田 は,マ ル ク ス の 「あ らゆ る共 同 体 の 本性 か ら生ず る共 同事 務 」1)とい う用 語

を引 用 しつ つ,「 支 配 階 級 は 人民 を支 配す るた め に,水 利,防 災,保 健,社 会

保 障,教 育,清 掃 な どの公 的 サ ー ビ スを 国家 の うち に包 摂 し,階 級 的抑 圧 の 目

的 に従 属 させ,そ れ に政 治 的性 格 を あ た え る」 と述 べ,国 家 に包 摂 され た 「社

会 的共 同業 務 」 を 担 うの が 公務 員 労 働 で あ る と した 。 そ して,公 務 員労 働 者 に

とっ て,新 しい 国 家 を つ く りあ げ て い く過 程 で,「r社 会 の成 員 の共 同利 割 あ

るい は 「社 会 成員 の 自主活 動 』 を資 本 家 階 級 か ら人 民 に,す なわ ちr社 会 の 成

員』 に,と り も ど して い く とい うこ とが 大 きな課 題 に な る」2〕こ とを強 調 し.た。

この 芝 田 進午 の提 起 を め ぐっ て,そ の 後,現 代 国家 に おい て 「社 会 的 共 同 業

務 」 は 「包摂 され る」 のか そ れ と も 「解 体 され る」 のか,.公 務 員 労 働 者 の 二重

性 とは ど うい うこ とか,公 務 員労 働 者 は搾 取 され て い るの か,公 務 労 働 とい う

概 念 は どの程 度 まで 類 似 の 労働 に従 事 す る公務 員 以 外 の 民 間 労 働 者 に 適用 で き

1)K.マ ルクス 「資本論f大 月書店版邦 訳全集.第25巻,48且 ページ。

2)芝 田進午編 『公務労働 ・現代に生 きる自治体労働者]自 治体研究社,1970年 。
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るの か 等 々,さ ま ざ ま な議 論 が 展 開 さ れ た 。 こ う した公 務 労働 論 の展 開 は,公

務 員 労働 者 に よ る 自 ら の労 働 内 容 につ い て の科 学 的解 明へ の 努 力 を促 し,公 務

労 働 を 通 じた住 民 と の共 同 とい った 課 題 に 理論 的指 針 を与 え る こ とに な った 。

しか し,1970年 代 に は公 務 労 働 論 が 活 発 に 展 開 さ れ たが,そ の後,70年 代 末

の 「都 市経 営 論 」 の台 頭,80年 代 の 臨調 型 「行 政改 革」 の展 開,さ ら に90年 代

に お け る規 制 緩 和 と地 方 分 権 を.「つ の柱 とす る 「行 政 改 革 」 の 展 開 な どの 中で,

公 務 労働 は 新 た な試 練 を受 け る こ とに な った に もか か わ らず,公 務 労働 にか ん

す る理 論 的研 究 は しだ い に下 火 に な って い った よ うに思 わ れ る。 とこ ろで,最

近,資 本 蓄 積 と公 務 労働 の 関 係 に着 目 した水 口 憲 入の 労 作 の,.そ して,池 上 惇

に よ る イ ン フ ラス トラ ク チ ャー論 の新 た な 展 開4>とい っ た,公 務 労 働 にか か わ

る刺 激 的 問 題 提 起 が 行 わ れ た 。本 稿 は,こ れ ら をふ まえ て,公 務 労働 論 の新 た

な課 題 につ い て 検 討 しよ う とす る もので あ る。

1社 会的共同業務 と公務労働

芝 田 進 午 は,そ の後 の論 文 の 中で,公 務 労 働 を 「国家 に包 摂 され た 社 会 的 共

同 業 務 を担 う労 働 」 と規 定 し,次 の よ うに述 べ て い る。

「い か な る 胴 体 〔Gemeinschaft,Gemeinwesen,Co㎜une)も,そ れ が

多 くの 人 間 の共 同 の生 産 と生 活 に よ って な りたつ か ぎ り,共 同の 生 産 と生

活 とそ の た め の手 段 の 管 理,共 同利 益 の調 整 とい う 『公 務」(Beamtung),

マ ル ク ス の言 葉 をか りれ ば1'す べ て の 共 同体 の 本 性 か ら生 ず る 共 同業 務

(diegemeinsamenGeschafte)2の 遂 行 な しに は 存 続 す る こ と は で き な

か っ た。」

「こ う して,自 治 体 か ら全 社 会 的規 模 に至 る まで,社 会 の公 務,共 同業

務 は,自 治 体 住 民 な らび に.全国民 の手 か ら き りはな され て,国 家 に包 摂 さ

れ る。 この 場 合,ブ ル ジ ョア ジ ー とそ の国 家 の 目的 は,階 級 支 配 の維 持 ・

3)水 口憲人 『『大 きな政府』の時代 と行政」 法律文化社,1995年 。

4)池 上 惇 『現代 経済学と公 共政策』 青木書店,1996年 。



「
ー

インフラストラクチャーと公務労働(621)41

強化 で あ り,ま た 公 務 とそ の た め の 租 税 に寄 生 して利 潤 を追 求 す る こ と に

あ る。 この 目的 の た め に,か れ らは,軍 事 的 ・官 僚 的 機 構 をい っそ う肥 大

化 させ る と と もに,公 務 を ゆが め,破 壊 し,再 編 成 した ので あ っ て,公 務

を合 理 的 に編 成 し.発展 させ たの で は ない こ とは,は っ き り確 認 して おか な

けれ ば な らな い。」51

「ブ ル ジ ョア国 家 」 にお い て 共 同体 の 本性 か ら生 ず る共 同業務 は た だ 「包 摂

され る」 だ けで は な く 「解 体 さ れ る」 とい うべ きで あ る とい う批 判6)に 対 して,

この 論文 で芝 田 は 「公 務 をゆ が め,破 壊 し,再 編 成 した」 と述 べ る こ と によ っ

て,事 実 上 「解 体 説 」 を一 部 認 め た 。 共 同体 の本 性 か ら生 じる 「社 会 的 共 同業

務 」 が,資 本 主 義 国家 にお い て は,し ば しば住 民 の手 か ら切 り離 さ れ,ゆ が め

られ,再 編 され て 国家 に包 摂 され る とい う視 点 は,今 日で もな お 重 要 で あ る。

た とえ ば,農 山村 地 域 にお け る巨 大 な ダム の建 設 が,伝 統 的 な 治 山 ・治水 のあ

り方 を破 壊 し,工 業 用 水 や 電力 供 給 の た め の手 段 とな り,地 域 の環 境 破 壊 や ひ

い て は集 落 の 消 滅 につ なが る こ とな ど は,そ の.典.:型的 な事 例 で あ る。

しか し,さ らに重 要 な こ とは,資 本1.1.義国家 の下 で,伝 統 的 な 社 会 的 共 同 業

務 が 解体 され 再 編 成 され る一 方,労 働 運 動 や 市 民 運 動 の 発 展 に さ さ え られ て,

あ るい は,民 主 主 義 的 な 憲 法や 法 律 制 定 の結 果 と して,新 た な公 務 の分 野 が 拡

大 してい き,地 域 の.発展 や住 民 生 活 の維 持 ・向 上 に と って 不 可 欠 の条 件 とな る

こ とで あ る。 芝 田 も,次 の よ うな表 現 で そ れ を 認 め て い る。

「こ の 『労 働 の 政 治』,よ りひ ろ くい えば 『人 民 の政 治』 の 闘 争 の 結 果,

ブ ル ジ ョア国家 の も とで,そ れ に包 摂 さ れ つ つ も,つ ぎ の よ うな公 務 な ら

び に公 務 労 働 が 発 展 した 。

立 法権 力 の も とで 一 選 挙 事 務,議 会 事 務

執 行権 力 の も とで 自治 体 事 務,労 働 者 保護,治 山治 水,防 災,公 衆衛

5〕 芝 田進午編 『公務労働 の理論』青木書店,1977年,16-17お よび20ペ ー ジ。

6}池 上 惇 「国家独占資 本ま義 論争 と経 済学批判体系 におけ る国家 」加藤睦夫他編 「現代資本主

義 と国家』有斐閣,1976年 所収 。
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生,医 療,教 育,社 会 教 育,社 会福 祉,自 治体 警 察,等 」71

われ わ れ はか ね て か ら,資 本 主 義 国 家 の 下 に お い て,階 級 支 配 や 資 本蓄 積 の

た め に再 編 ・包 摂 さ れ た 公 務 労 働 だ けで な く,階 級 闘争 や 民 主 主 義 の発 展 に

よ って,資 本 の 利 潤 追 求 に制 限 を くわ え労 働 者 ・国民 の 生 存 権 や 発 達権 を保 障

す る た め の新 しい.公務 労 働 が 形 成 さ れ る こ とを強 調 して きた 。 この よ うな新 し

い 公 務 労 働 の 最 初 の 形 態 は,労 働 時 間 を制 限す る 「工 場 法」 の制 定 とそ の実 行

を保 障 す るた め の 工 場 監 督 官 で あ った とい え る。 そ こか ら,わ れ わ れ は新 しい

公 務 労 働 を 工 場 監 督 官 型 公 務 労 働 と よ んで きた8,。芝 田 も こ の 論 文 で は,「 執

行 権 力 の も とで」 の 「労働 者保 護 」 につ い て,「 労 働 者 保 護 は,工 場 法 の制 定

のた め の.闘争 をへ て は じめ て もう け られ た新 しい公 務 員,工 場 監 督 官 に よ って

お こ なわ れ た公 務 に ほか な らない 」9}と述 べ て,わ れ われ の主 張 を と りい れ て い

る。

この:1.:場監督 官型 公 務 労 働 め 存 在 は,抽 象 的 ・超 歴史 的 な公 務 の規 定 で はな

く,経 済社 会 の変 化 や 国 家 形 態 の 違 い に よ って さ ま ざ ま に異 な り,広 が りを も

つ 公 務 の具 体 的 内容 を注 意 深 く分 析 す る こ との 重 要性 を 示唆 す る もの で あ った 。

また,そ れ は,い わ ゆ る公 務 労働 の 二 重性 を ど う とら え るか とい う問 題 と もか

か わ って い た。

現代 の公 務 労 働 の 二 重 性 に つ い て は,「 役 人 と労 働 者 」 「労働 一 般 と公 務 とい

う専 門労 働 」 「支 配 的 ・抑 圧 的 労 働 と社 会 的共 同業 務 と して の 労 働 」 な どさ ま

ざ ま に と ら え られ て きた。 私 は,「 公 務 労 働 の二 重 性 を,国 家(あ るい は地 方

自治体)に 雇 用 され た 賃 金 労 働 者 と して の公 務 労 働 者 の 労働 内 容 そ の もの の二

重 性 に 求 め な けれ ば な らな い」 と して,「 今 口 の公 務 労 働 者 は,一 方 で は官 僚

機 構 の も とで 官 治 的 ・営 利 的 な大 企 業 本 位 の行 政 を担 わ され,他 方で は民.主主

義 的法 律 と労 働 運 動 ・住 民 運動 に支 え られ て住 民 の 社 会 的 共1司業 務 の民 主 主義

7)芝 田進午編 『公務労働の理論』20-21ページ、

8)た とえば,重 森曉 「地域 と労働の経済理論』青木書店,1弼1年,第8章 「現代の官僚機構と公

務労働」。

9)芝 田進午編 「公務労働の理論」21ページ。
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的再建を担おうとしている。ここに公務労働の二重性がある」と規定して き

だ%そ して,公 務労働のこのような二重性が生まれるた誇には,一 定の政治

的 ・社会的条件が必要であ り,「第1に,資 本主義が民主主義と地方自治の形

式をつ くりだ し,階 級闘争の結果 として民主的憲法や法律がかちとられるとい

うこと。第2に,資 本主義のもとでの住民の貧困化と欲望水準の向上が,社 会

的共同業務の再建を求める労働運動や住民運動を.発展させるとい うこと,第3

に,公 務員の賃金労働者化とともに,公 務労働者の労働条件 と労働内容を改善

し,職 場に民主主義を確立するための労働組合が発展すること」山といった条

件の成熟が,公 務労働に 「社会的共同業務の再建」という性格を与え,二 重性

を生じさせることを強調した。

たとえば,長 期間にわたって 「開発独裁」 とよぼれる軍事独裁政権のもとに

おかれ,地 方自治の形式すら奪われてきたような国においては,公 務労働は官

僚的 ・抑圧的労働で しかなく,住 民のための 「社会的共同業務の再建」 といっ

た側面をほとんどもちえないことを想起するとき,こ のように公務労働の二重

性について,具 体的な政治的 ・社会的条件の中で考察することの重要性が明ら

かとなろう。

さらに詳細に見ると,公 務労働の性格を決定する政治的 ・社.会的条件は,公

務を必要とする主体の性格,そ の主体の権利概念,公 務の領域,お よび公務が

形成されるにいたるプロセスと制度等にかかわっている。この点について,私

は,公 共性の歴史的変遷 という視点から考察 してみたことがある卿。

そこでは,市 民国家型公共性と福祉国家型公共性を区別する必要性が強調さ

れた。すなわち,19世 紀までの市民国家においては,財 産権をもつ市民を主体

として,防 衛 ・司法 ・公共事業といった分野において,議 会や世論を通じて公

務が形成され,中 央集権的官僚機構によってそれらの公務がになわれた。これ

10>重 森 曉 『現代地方自治の財政 理論」有斐閣,ユ988年,248ペ ージ.

11)同 上,252ペ ージ。

12〕 重森 曉 「公共性 の現代 的形成 と公務労働」宮本憲一編著 「公共性 の政治経済学」 自治体 研究

杜,19即 年,所 収。
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ら の公 務 は,基 本 的 には,財 産所 有 者 の営 業 権 保 障 と資 本 蓄積 に奉 仕 す る もの

で あ っ た。 これ に対 して,20世 紀 以 降(と くに1940年 代 以 降)の 福 祉 国家 に お

い て は,生 存 権 を基 礎 と して,医 療 ・保 険 ・教 育 ・福 祉 ・公衆 衛 生 とい った 分

野 に お け る公 務 が,議 会 や さ まざ ま な労 働 運 動 ・市 民 運 動 を つ う じて形 成 され

る。 これ ら の公 務 ほ,戦 後 日本 の憲 法 に典 型 的 に示 され る よ うに,一 部 の大 資

産 保 有 者 や 企 業 の 資 本 蓄積 の み に役 立 つ もので あ って は な らず,国 民 全 体 に奉

仕 す べ き も ので あ る こ とが建 て前 とされ た。

この よ うな市 民 国 家 型 公 共 性 と福 祉 国家 型 公 共 性 の区 別 は,官 治 的 ・営 利 的

公 務労 働 と社 会 的共 同業 務 の 再 建 をに な う公 務 労 働 の 区別 と ほぼ 重 な る とい っ

て よい で あ ろ う。

と ころ が,こ の福 祉 国家 型 公 務 にお い て も,生 存 権 を もつ 市民 は主 体 で はな

くあ くま で も公 的 サ ー ビ ス を う け る客 体 で あ り,ま た そ の公 務 は 中央 集 権 的 な

官 僚 機 構 の 中 に包 摂 され て きた 。 よ り正確 には,税 収 の 中央 集 権 化 と地 域 開発

や 公 的 サ ー ビスへ の歳 出 の地 方 分 権 化 が 進 行 し,こ れ ら の公 務 は 中央 集 権 的統

制 の も とに おか れ た地 方 政 府(地 方 自治体)に よ っ て に なわ れ る傾 向 が 強 ま っ

た 。 こ こか ら,国 庫 補 助 金 の 拡 大,政 策 決 定 と財 政 責任 の乖 離,公 務遂 行 に お

け る 官僚 制 と非 効 率,財 政 膨 張 と財 政 赤字 の拡 大 とい った 問 題 が発 生 す る。 こ

う した福 祉 国家 の限 界 や 危 機 は,198⑪ 年代 以 降先 進 資 本 主 義 諸 国 にお い て共 通

に 認識 され る よ うに な った1%

福 祉 国家 問題 へ の対 応 と して は,お お ざ っぱ に見 て二 つ の 方 向 が あ る.一 つ

は,中 央集 権 的統 制 を維 持 しつ づ けな が ら,福 祉 国家 型 公 務 労働 を解 体 して,

そ れ を 自由市 場 メ カ ニ ズ ムの 中 に 移 し,資 本 の支 配 の下 にゆ だ ね る とい う方 向

で あ る 。 こ れ は,1980年 代 の イギ リス に お け る サ ッチ ャー政権 の 政 策 に典 型 的

に 見 られ た1%こ れ に対 して,も う・一つ の方 向 は,中 央 政 府 と地 方政 府 の ゆ る

13)ポ ス ト福祉 国家問題 と分権化については,重 森暁 「地方分権 ・どう実現するか」 丸善ライブラ

リー,1996年 を参照。

14)た とえば,君 村晶 ・北村裕明編著 『現代 イギ リス地 方自治の展開」法律文化社,1993年,参 照。
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や か な共 同 を維持 しなが ら地 方 へ の分 権 化 を進 め,官 僚 的統 制 の緩 和 と住 民 参

加 の促 進 を図 ろ う とす る方 向で あ る。 そ の 典 型 は,1980年 代 か ら90年 代 にか け

て,ス ウ ェー デ ン をは じめ とす る ス カ ンジ ナ ビア諸 国 で 行 わ れ た分 権 型 福 祉 国

家 へ の実 験 に見 る こ とが で きる1%

この よ うな ポ ス ト福 祉 国家 を め ぐる二 つ の 流 れ の 中 で,公 務 労 働 を真 に 「社

会 的共 同業 務 の 再建 」 の方 向 で 確 立す るた め に は,後 者 の よ うな分 権 ・参 加 型

シス テ ム を構 築 す る道 を選 ぶ しか ない で あ ろ う。 な ぜ な ら前 者 は,福 祉 国家 型

公 務 を 「社 会 的 共 同業務 の 再建 」 へ と進 め る どころ か,こ れ を 解体 して,再 び

市 民 国家 型 公 務 へ と回 帰 させ る道 に他 な らない か らで あ る。

11資 本 蓄 積 と公 務 労働

]960年 代 の後 半 か ら70年 代 にか けて公 務 労 働 にか んす る論 争 は 活 発 に 展 開 さ

れ た が,80年 代 に入 る と議 論 の 焦 点 は 「都 市 経 営 論 」 や 「行 政 改 革 」 問題 に 移

り,公 務 労 働 にか んす る議 論 は低 調 とな った。 しか し,最 近 にな って,よ うや

く水 口憲 人 の 『『大 きな政 府 』 の時 代 と行 政』(法 律 文 化 社 ・1995年}が 出版 さ

れ,そ の 中で や や 本 格 的 な公 務 労 働 につ い ての 理 論 的 検 討 が な さ れ て い る 。

水 口 は,こ れ ま で の 公 務 労 働 論 争 を 総 括 し,こ れ まで の 公 務 労 働 論 で は,

「「階 級 闘 争 』 論 的 関心 な い し 『国 家 論』 的視 点 が 先行 し,蓄 積 論 的 視 点 が 希

薄 で あ」L6〕つ た と述 べ,蓄 積 論;再 生 産 論 の 視 点 か ら公 務 労 働 を と ら え る こ と

の重 要性 を説 いて い る。 そ の 上で,ア ダム ・ス ミス お よ びマ ル ク スの 生 産 的労

働 ・不 生 産 的 労 働 にか ん す る議 論 をふ りか え る。

そ れ に よ る と公 務 労 働 は な に よ りもサ ー ビス労 働 で あ り,物 質 的財 貨 を 生 ま

ず(ス ミスの 場 合),剰 余価 値 を生 ま ない(マ ル クス の 場 合)が ゆ え に不 生 産

的労 働 で あ る。 しか し,公 務 労働 と りわ け後 期 資 本1義 にお け る公 務労 働 の

15>た とえば,藤 岡純一 ・自治体問題研 究所編r海 外 の地方分権事情.1自 治体研 究社,1995年,参

照 。

16)水 口憲 人前掲書,97ペ ー ジ。
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特 質 は,そ の不 生 産 的 労働 で あ る公 務 労 働 が 資 本 蓄積 と再 生 産 の基 本 的 条 件 と

な っ て い る こ と にあ る。彼 は,そ の こ とをC.オ ッフ ェの議 論 を援 用 しつ つ,

「行 政 的 再 商 品 化 」 と呼 んで い る。

資 本 主 義 に お け る 公 務 労 働 の 「有 用 性 」 は,「 脱 商 品 化 」 した 労 働 で あ る公

務 労 働 が,「 商 品 化」 とい う資 本 主 義 の 基 本原 理 を さ さえ る と こ ろ に あ る。 ま

た,「 その 労 働 が 『脱 商 品化 』 したサ ー ビ ス労 働 で あ る とい うこ とは,『 活 動 と

し ての 特 殊 な使 用価 値 』 とい う労働 の 素材 的側 面が,あ るい は 労 働 の 具体 的結

果 が 社 会 人 の重 要性 を帯 び る こ とに もつ な が る」17)ことに な る 。

こ う して,水 口 に あ って は,「(公 務 労 働 の)『 二 重 性』 は階 級 性 と公 共性 と

い う文 脈 よ り.は,蓄 積=商 品 化 ・抽 象 的 労 働 ・交 換 価 値 の 系 列 と,『 脱 商 品

化 』・具 体 的 労 働 ・使 用価 値 とい う系 列 の 『二 重 性』 と し て理 解 で きる こ とに

な る」18)。彼 に お い て は,公 務 労 働 範 嗜 の 成 立 は,使 用 価 値 労 働 の 社 会 化 の 一

環 で あ り,そ れ が 主 と して 国 家 に担 わ れ る こ との 問 題 性 の 表 れ で あ って,「 国

家 のサ ー ビ ス に依存 す る住 民 との 関 係 を媒介 に して 『使 用 価 値 をめ ぐる政 治』

や1:使 用 価 値 同 盟』 を発 生 させ る前提 」L9,ともな る もの で あ っ た。

た しか に,水 口 の い うよ うに,現 代 資 本主 義 に おい て は,脱 商 品 化 した不 生

産 的サ ー ビ ス労 働 で あ る公 務 労 働 が,商 品化 と資 本 蓄 積 を ささ えて い る とい う

関係 にあ る。 こ こに,資 本 蓄 積 とい う視 点か らみ た公 務 労 働 の 有 用 性 も存す る

と.いって よい 。 ま た 同時 に,こ こ に現代 資 本 主 義 の深 刻 な矛 盾 も胚 胎 して お り,

公 務 労 働 が 商 品化 と資 本 蓄 積 に と って有 益 な機 能 を は たす か ぎ りで は そ の存 在

は積 極 的 に容 認 さ れ るが,そ の限 度 を こえ て 過剰 に な る場 合 に は,資 本 蓄積 の

阻害 要 因 に転 化 し,「 生 産 上 の 空 費」(マ ル クス)と して排 斥 さ れ る こ とに な る。

新 自 由主 義 に よる 「小 さ な政 府 」 の 主張 は ま さ に そ の点 をあ らわ して い る とい

う こ とで あ ろ う。

1の 水[」 憲 人前 掲 焦80ペ ー ジ。

.18)同E,81ペ ー ジ.

19〕 同上,95ペ ー ジ 。
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しか し,公 務 労働 の 二 重性 につ い て の水 口の 説 明 には判 然 ≧ しな い とこ ろが

あ る。 彼 は,公 務労 働 の 二重 性 を 「蓄 積 ≡商 品.化 ・抽 象 的労 働 ・交 換 価 値 の 系

列 と,『 脱 商 品化 』・具 体 的労 働 ・使 用 価 値 とい う系 列 」 の 二重 性 と して理 解 す

べ きだ と して い る。 こ こで,抽 象 的労 働 ・交換 価 値 の系 列 と具 体 的 労 働 ・使 用

価 値 の 系 列 とい うの は,資 本 に.包摂 され て 商 品 を生 産 す る労 働 が,一 面 で は 抽

象 的 人 間労 働 と して交 換 価 値 〔価 値)を 生.産し,他 面 で は具 体 的 有 用 労 働 と し

て使 用価 値 を生 産す る とい う,あ のマ ル ク スの労 働 過 程 論 にそ った もの と 理 解

す るわ けに は い か な いで あ ろ う。 なぜ な ら,も しそ の よ うに解 釈 す るな らば,

不 生 産 的 サ ー ビ ス労働 で あ る はず の公 務 労 働 が,一 面 で は価 値(な い し剰 余 価

値)を 生 産 し,他 面 で は使 用 価 値 を生 産 す る とい う こ とに な り,資 本 に包 摂 さ

れ て商 品 を生 産 し価 値(剰 余価 値)を 生 む 他 の あ らゆ る労 働 とな ん ら変 わ りが

ない こ とに な って しま うか らで あ る。

マ ル クス 的 な 意味 で は,公 務 労 働 は,商 品 を生 産せ ず,し た が って 剰 余 価 値

(利潤 〉 を生 ま な い が ゆ え に不 生 産 的労 働 で あ る。 しか し,そ の不 生 産 的労 働

が 商 品 化 と資本 蓄積 を さ さ え る とい う意 味 で,資 本 に と っての 有 用 性 を もって

い る。 そ うな る の は,公 務 労働 の具 体 的有 用 労 働 と しての 内 容 が,他 の 物 質 的

財 貨 や サ ー ビス の生 産 と異 な る特 殊 な性 格 を も ってい るか ら にほ か な らな い 。

つ ま り,公 務 労 働 は,社 会 全 体 の生 産 と生 活 の一 般 的 ・共 同 的 条 件 を 整 備す る

労働 と して の性 格 を もち,そ の意 味 で,公 務 労 働 は資 本 蓄 積 ¢)基盤 を形 成す る

労 働 で あ り,と りわ け現 代 の資 本 主 義 にお い て は 経 済 成 長 に と って決 定 的要 素

とな った 。

私 はか つ て,広 義 の公 務 労 働 を精 神 労 働(社 会 的統 括 を担 う労 働)と 規 定 し,

① 物 質 的 生 産 に お け る管 理 を に な う労 働 ② 個 人 的 消 費 を 媒介 し社 会 的 消 費 の

管 理 を担 う労 働(教 育 ・医療 ・福 祉 な ど),③ 社 会 的 物 質代 謝 を担 う労 働(運

輸 ・通信 ・マ ス コ ミ ・商 業 ・:金融 な ど〉,④ 政 治 的 統 括 を担 う労 働(狭 義 の 公

務 労 働)な どが,そ れ に含 ま れ る と した3%こ の よ うな社 会 的統 括 を に な う労

20)重 森 曉 「地域と労働の経済理論」および 『現代地方自治の財政理論』g
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働 は,一 面 で は,資 本 蓄 積 を さ さ え,あ るい は 官僚 機 構 に と りこ まれ て 階級 支

配 的 ・抑 圧 的 役 割 を は た す 。 お れ わ れ が,公 務 労 働 の 官 治 的 ・営 利 的 側 面 と

言 っ て き た の は こ の こ とで あ る。 しか し,他 面 で は,公 務 労働 は,一.一定 の条 件

の下 で は,住 民 の 生 存 権 や.発達 権 を保 障 し,国 民 全 体 に と って の社 会 的共 同業

務 の再 建 を にな う とい う こ とが あ り うる。 この よ うな公 務 労 働 の二 重 性 は,価

値 と使用 価値,抽 象 的 労 働 と具 体 的 労働 の 二重 性 とい った こ とで はな く,そ の

労働 の具 体 的 内容 の二 重 性,い い か え れ ば公 務 労 働 の生 産 す る使 用 価 値 の 内容

の 二 重性 と して と らえ る ほ うが適 切 で は な いだ ろ うか 。

水 口 に あ って は,公 務 労働 の使 用価 値 的基 準,使 用 価 値 労 働 の 社 会 化,公 務

労働 者 と住 民 との使 用 価 値 同盟 な ど,使 用 価 値 とい う用 語 が しば しば 用 い られ

るが,そ の意 味 は必 ず しも明確 で は な い。 価 値 的基 準 と使 用 価 値 的 基準 とを,

た と.えば,池 上惇 が精 力 的 に解 明 した よ うに窪1},財や サ ー ビス の評 価 に お け る

金銭 的評 価 と実 物 的 評価(財 ・.人・環 境 の 潜 在 力 の 評 価)の 区別 と して理 解 し,

公 務 労 働 にお い て は他 の どの よ うな財 ・サ ー ビス の 生産 に もま して,実 物 的 評

価,な い しは人 間 の生 存 や 発 達 とい う見 地 か らの評 価 が 重 要 と な る とい う こ と

で あ れ ば首 肯 で き るの で あ るが 。 しか し,そ うな る と公 務 労働 の 評 価 の基 準 と

して は,マ ル ク.スが 商 品 の 生 産=剰 余 価 値 の生 産 の 解 明 に用 い た使 用 価 値 とい

う範 疇 を こ えた 概 念 の検 討 が必 要 とな るの で は ない か 。

また,資.本 蓄 積 に つ い て も,水 口の 展 開 はい か に も抽 象 的 ・一 般 的 で あ る。

現 代 資 本 主 義 と公務 労 働 の 関係 を資 本 蓄 積 の視 点か ら解 明す るた め に は,い わ

ゆ る資 本 蓄 積.一般 で は な く,資 本 蓄 積 の さ ま ざ ま な様 式 と公 務 労働 との 関係 を

具 体 的 に検 討す る必 要 が あ る。 た とえ ば,20世 絶 の大 部 分 を先 進資 本 主 義 国 に

お い て 支 配 して きた フ ォー デ ィ ズ ム 型 の,大 量 生 産 ・大 量 消 費 ・大 量 エ ネ ル

ギ ー消 費 型 の 資 本 蓄 積 様 式 と,「 第 三 の イ タ リア」 を は じめ ヨー ロ ッパ 各 地 に

展 開す る 中小 企 業 を 主役 と した フ レキ シブ ル ・スペ シ ャ ライ ゼ ー シ ョ ン(柔 軟

な専 門化)型 資 本 蓄 積様 式 とで は,同 じ資 本 蓄積 とい って も,そ れ ぞ れ にお け

21)池 上 惇 「財政学 ・現代財政システムの総合的解明』岩波書店,1990年 。
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る労 働 様 式 ・生 活 様 式 や 公務 労 働 の あ り方 はか な り異 な って く る。 ま た,日 本

の よ うな大 企 業 主 体 の 輸 出 主 導 型 ・高 度 成 長 型 の資.本蓄 積 様式 や,そ の影 響 下

で展 開 され て きた ア ジ アNIEs型 の,開 発 独 裁 の 下 で の輸.入代 替 方 式 か ら輸

出志 向 型 へ の 転換 とい った資 本 蓄 積 様 式 の下 で の 公 務 労働 の あ り方 は,フ ォー

デ ィズ ム型 一 般 や フ レキ シブ ル ・スペ シ ャ ラ イゼ ー シ ョ ン とは異 な る独 自の性

格 を も って い る。 資 本 蓄 積 と公 務 労 働 との 関係 は1こ の よ うな資 本 蓄 積様 式 の

地 域 的 ・歴 史 的特 質 との具 体 的 か か わ りをぬ きに は解 明で きな い。

水 口 は また,J.オ こ]ソナ ー の公 務 員 労働 者 論 と 自説 の 共通 性 を認 め,オ コ

ンナ ー に お い て は,「 住 民 へ の サ ー ビ ス提 供 者 で あ る 『パ ブ リ ック ・サ ー ヴ ァ

ン ト』 とい う職 業 的 自 覚 と,蓄 積 活 動 へ の機 能 的.貢献 とい う役 割 との矛 盾 が,

公 務 員 労 働 運 動 の 立.脚点 の一 つ に な る」 とさ れ て い るが,ま さ に,「 公務 員 労

働 者 とは,r蓄 積 と正 統性 』 の矛 盾 した 関係 を端 的 に体 現 して い る存 在 で あ る」

と述 べ て い る2%

よ く知 られ て い る よ うに,オ コ ン ナー は現 代 資 本主 義 国家 の..二重 の 機 能 と し

て 資 本 蓄 積 と止 統 性(accumulationandlegitimization)を あ げ,前 者 の た め

に は 社 会 資 本(socialcapital)が,後 者 の た め に は 社 会 的 経 費(s〔,cialex・

penses)が 支 出 され る と した23〕。 しか し,こ こで オ コ ンナー が 見 落 と して い る

点 は,現 代 資 本 主 義 国 家 の 果 た して い る資 本 蓄 積 機 能 の 中 に こそ,最 も重 要 な

正統 化 機 能 が 含 まれ て い る とい う こ とで あ る。 正統 化機 能 は,医 療 ・教 育 ・福

祉 な どの 社 会 サ ー ビス の供 給 に よ って の み達 成 され る ので は な く,そ の 国 に お

け る経 済 の安 定 成 長=資 本 蓄 積 を効 果 的 に遂行 す る こ とが 前 提 とな る。 そ の こ

とは,政 権 を め ぐる争 い が,単 に福 祉 や 社 会 保 障 の 問 題 をめ ぐ って展 開 され る

だ けで な く,経 済 成 長 率 や景 気 の安 定,失 業 率 の 低 減 と安 定 雇 用 の確 保 と い っ

た,ま さ に資 本 蓄積 にか か わ る問 題 群 をめ ぐって行 わ れ る こ とを見 て も明 瞭 で

22)水[前 掲 書,94ペ ー ジ.

23)1.0℃lmnDT,ThεFf5`配C廊 巨5げ 晒ε翫 梶畝1973 ,池 上 惇 ・横 尾 邦 夫監 訳.『 現 代 国 家 の 財 政 危

機 』 お 茶 の 水 書 房,1951年 。

i
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あ る。

わ れ わ れ は,資 本 蓄 積 とIF統 性 とい った 二 分 法 で は な く,資 本 蓄 積 そ の もの

の もつ 正統 化機 能 に着 目 して,資 本 蓄積 の 具.体的 内容 と方 策 ,住 民 の 生存 権 や

発 達権 保 障 につ なが る よ う な資 本 蓄 積様 式,そ して そ の よ うな蓄 積様 式 をつ く

りあ げ る た め の公 務 労 働 の あ り方 につ い て探 求 しな けれ ば な らな い。

IIIイ ン フラ ス トラ クチ ャ ー と公務 労 働

私 は前 節 で,水 口 の い う公 務 労 働 の 「使 用 価 値 的 評価 基 準 」 や 住 民 との 「使

用 価 値 的 同盟 」 な どの 意 味 を 明 らか にす る た め に は,こ れ まで用 い られ て きた

使 用 価 値 とい う範 疇 を こえ る概 念 が 必 要 とな るの で は な いか と述 べ た。 私 は,

こ こ で,そ の 手 が か りと して,池 上 惇 の近 著 『現 代 経 済 学 と公 共 政 策」(青 木

書 店 ・ユ996年)に お け る 固有 価 値 論 を と りあ げ て み た い。

池 上 は,生 産者 主 権 と消 費者 主 権 の 交流 を も とめ る新 しい 価 値 論 の 必 要 性 を

主 張 し,」.ラ ス キ ンやW.モ リス な どの 固有 性 にか ん す る業 績 をふ ま え な が

ら,固 有 価 値 とい う新 しい価 値 概 念 を提 起 して い る。 池 上 に よ る と,固 有 価 値

とは,「 財 や サ ー ビス を消 費 者 が評 価 す る場 合 に,素 材 の 固有 性 を活 か した 機

能 性 と芸 術 性 に対 して 人 々 が 認 識 す る こ との で きる 財 の 性 質 ま た は特 性 で あ

る」別}。こ の 固 有価 値 の概 念 を.人間 の欲 求や 生 活 の 質 とか か わ らせ た場 合 ,以

下 の よ うな諸 点,す なわ ち,(1)固 有価 値 は 消 費 者 の 人 間 ネ ッ トワ ー クの 基 礎 の

上 に成 り立 つ こと,〔2)固 有 価 値 は 自然 の 固有 性 や 素 材 の 固 有 性 の 上 に 成 り立つ

こ と,(3)固 有 価 値 は 素 材 の 固 有性 を活 か し うる ノ ウハ ウの 固 有性 の.ヒに成 り立

つ こ と,④ 固 有 価 値 は社 会 的 評価 の シ ス テ ムの 上 に成 り立つ こ とな どが 重 要 と

な る25㌔ こ の よ う に,固 有 価 値 の概 念 は,「 人 間 の欲 望 を 満足 さ せ る物 質 的 財

貨 の 有 用性 」 とい う使 用 価 値 概 念 を こ えて,生 産者 の 固有 性 と消 費 者 の 固有 性

とを結 び つ け,双 方 の潜 在 的 能 力 を実 現 し高 め て い くこ とを 目標 にす えた新 た

24)池 上 惇 【現 代 経 済 学 と公 共 政 策』 青 木書 店,59ペ ー ジ。

25)同 上,5960ペ ー ジo
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な価値 概 念 で あ る。 つ ま り,固 有 価 値 は,「 疎 外 か ら の 回復 を担 う効 用 あ るい

は使 用 価 値 」 で あ り,消 費 者 に よ る 固 有 価 値 の 評 価 と享 受 の 過 程 は,「 生 きが

い を実 現 す る機 会 の 拡 大」 と して把 握 され る こ とにな る25,。

と ころで,こ の よ うな 固 有価 値 を生 産 し実 現 す るた め に は,生 産 者 や 消 費 者

の個 性 と自立 を支 援 す る イ ン フ ラス トラクチ ャー が な に よ り も必 要 と な る。 池

.Lに よ る と,そ の こ と を最 初 に提 起 した の は ア ダ ム ・.スミ.スで あ った 。 「ス ミ

ス は個 性 や 才 能 の 差異 を相 互 に活 か し合 え るの は 人 間社 会 の基 本 的 特 徴 で あ る

と考 え て,「 才 能 の差 異 を 活 か しあ う関係 』 をrコ モ ン ・ス トック』 と呼 ん で

い る」η。 す な わ ち,分 業 と交 換 をつ う じて 互 い の個 性 と才 能 を活 か しあ うた

め には,所 有 権 や 営 業 権 を保 障 す る憲法 的 ル ー ルが 必 要 で あ り,互 い の労 働 に

か ん す る情 報 伝 達 と評 価 の シ ス テ ムが必 要 とな る。 こ う した社 会 的 シ ス テ ムが

「コモ ン ・ス トック」(共 同資 産)で あ る。

この よ うな 「コモ ン ・ス ト ック」 は,資 本 主 義 以 前 の プ リ ミテ ィブ な社 会 に

お い て は,「 共 同財 」 と して 存 在 す る。 「1'共同財 』 は,統 治 や 生 産 と生 活 の 多

様 な 内 容 を渾 然.一体 と して 管 理 し維持 す る シ ス テ ムで あ る」駄 こ れ ま で,公

務 労 働 論 にお い て 「社 会 的共 同業 務 」 と呼 ば れ て きた もの は,ま さ に この プ リ

ミテ ィブ な社 会 にお ける 「コ モ ン ・ス トック」=「共 同財 」 を意 味 してい た 。

と こ ろで,資 本 主 義 経 済 の 発 展 と と も に,こ の.「共 同財 」 は,市 場 経 済 に

よ って供 給 さ れ る私 的 財 と,政 府 や 地 方 自治体 に よ っ て供 給 され る公 共 財 に分

化 す る。 そ して,「 『共 同財 』 の もつ 総 合 的性 質 は,公 共 財 と私 的財 の分 化 が す

す み,そ れ ぞ れ が 利 潤 原 理 や 官 僚 主 義 な どの独 自 の論 理 で 発展 す る と,次 第 に

失 わ れ や す くな る」鋤。 こ の こ とは,か つ て,池...ヒ が 指 摘 した よ う に,「 ブ ル

ジ ョア社 会 は,大 工 業 の 地 域 支 配 と と もに,地 域 の 自然 発 生 的 な共 同体 的 な関

26>池 上 惇 『現 代 経 済学 と公 共 政MJ73ペ ー ジ 。

27)同 上,95ペ ー ジ。 な お,「 コモ ン ・ス トック」 につ い て は,池 上惇 「人 聞発 達 史 観 』 青 木 書 店,

1弼6年 を 参 照 。

28)池 上 惇 『現 代 経 済 学 と公 共 政 策 』130ペ ー ジ。

29)同 上,136ペ ー ジ。
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係 に支 え られ た共 同事 務 をむ しろ解 体 す る」70)こと を意 味 す る 。

しか し,他 方で は,「 新 た な技 術 進 歩 と契 約 関係 の発展 がす す む と,生 産 者,

消 費 者,市 民 生 活 着 な ど に共 通 の 基 盤 を 供給 す る シス テ ム と し て再 び総 合性 が

求 め られ る」31)。そ の新 しい シス テ ムが,ソ フ トとハ ー ドを統 合 した 概 念 と し

て の イ ン フ ラス トラ クチ 亨一 で あ る 。 生 産者,消 費 者,市 民 生 活 者 に共通 の基

盤 を与 え る親 しい シス テ ム と して の イ ンフ ラ ス トラ クチ ャー とは,ま さ にか つ

て池 上 が,.「 よ り大規 模 な 共 同 事 務 の 再 建 は,い まや,大 工 業 と国 家 に よ っ て

組 織 され,教 育 され,訓 練 され て 全 国 的交 流 の下 に地 域 にお い て も,全 国 的 レ

ベ ルで も民 主 主 義 的 統 制 を 実 行 す る集 団 」32}によ って 担 わ れ る と した ,そ の 社

会 的 共 同事 務 の再 建 を意 味 す る もの とい っ て よい で あ ろ う。

実 際,池 上 は,「 私 が イ ン フ ラ ス トラ クチ ュア とい う と きに は,社 会 の共 同

業務 を に な う共 同 資 産 と して の使 用 価 値,つ ま り有 用 性 を さ し,社 会 的 間接 資

本 とい う と きには,こ の使 用価 値 を投 資 の領 域 と して把 握 した もの,と い う区

別 を して お きた い」鋤 と述 べ て,イ ン フ ラ ス トラ グ チ ャー を人 間 の コ ミュ ニ

ケー シ ョン と発達 を に な う社 会 的共 同業 務 と同義 の もの と して用 い・て きた 。

「コ モ ン ・ス トッ ク」 な い し社 会 的 共 同 業 務 と し て の イ ン フ ラ ス トラ ク

チ ャー に は,池 上 に よれ ば,施 設 ・構 築 物(ハ ー ド)だ けで な く,法 や シス テ

ム な ど(ソ フ ト)も ふ くまれ る。 そ れ らは,① 憲 法 イ ンフ ラス トラ クチ ャー,

② 情 報.イ ンフ ラ.ス トラ クチ ャー,③ 貨 幣 ・金 融 イ ンフ ラ ス トラ クチ ャー,④ 経

済 イ ン フ ラ ス トラ クチ ャー(交 通 ・通 信 ネ ッ トワー ク),⑤ 社 会 イ ン フ ラ ス ト

ラ クチ ャー(教 育 ・医 療 ・保 健 ・福 祉 な ど),⑥ 土 地 ・環 境 イ ンフ ラ ス トラ ク

チ ャー,⑦ 文 化 イ ン フ ラス トラ クチ ャー な ど に分類 さ れ る34〕。

これ まで,イ ン フ ラス トラ クチ ャー につ い て は,道 路 ・港 湾 ・空 港 ・工 場 用

30)池 上 惇 「国家独占資本.主義論争と経済学体系における国家」加藤睦夫他編著 『現代資本主義

と国家」有斐閣,1975年,41ペ ージ.

31)池.上 惇 『現代経済学と公共政策」136ページ,

32)池 ヒ 惇 「国家独占資本主義論争と経済学体系における国家」41ページ。

33)池 上 惇1人 間発達史観』78ページ。

34)池 上 惇1現 代経済学と公共政策」137-138ページ。
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地 な どの 産 業基 盤 や,病 院 ・学 校 ・住 宅 ・上 下水 道 な どの生 活 基 盤 とい った,

施 設 ・構 築物 が 想 定 され て きた 。 そ れ は,イ ン フ ラス トラクチ ャ「 が も っぱ ら

社 会 的 間接 資 本 の素 材 的 内 容 と して 理 解 さ れ て きたか らで あ ろ う。 しか し,イ

ンフ ラス トラ ク チ ャ ー を,固 有価 値 の 生 産 と実 現 の ため の 支援 シス テ ム,な い

しは 人 間 の コ ミュニ ケー シ ョ ン と発達 を に な う社 会 的 共 同 業務 と して位 置 づ け

た場 合,そ こ に,憲 法 を 中心 とす る法 体 系 や,情 報や 貨 幣 ・金 融 にか か わ る シ

ス テ ム な どが 含 まれ て くる の は 当然 の こ とで あ る。 道 路 ・港 湾 や 病 院 ・学 校 な

どの施 設 は,そ れ を 維持 ・管 理 す る労 働 や シ ス テ ムが 存在 して は じめ て 機 能 す

る こ と は,だ れ が 見 て もあ き らか で あ り,社 会 の 共 通 基盤 と しての イ ンフ ラ ス

トラ ク チ ャー は,ま さ し くハ ー ドとソ フ トの 統 合 され た概 念 と して 把 握 され る

必 要が あ る 。 この よ うな 文 脈 に お い て,公 務 労 働 は,「 共 同財 」 あ るい は 社 会

的 共 同 業 務 の総 合 性 を現 代 的 に再 生 ず るた め の イ ン フ ラス トラ ク チ ャー を 形

成 ・維 持 ・管理 す る労 働 と して位 置 づ け る こ とが で きるで あ ろ う。

私 は以 前,.こ れ まで の イ ン フ ラス トラ クチ ャー論 の 系 譜 を,U)私 的企 業発 展

の 基盤 づ く りと して の投 資 戦略 型 イ ン フ ラス トラ クチ ャー 論,(2)市 民 の 生活 権

保 障 の基 盤 づ く りと して の シ ビル ・ミニ マ ム型 イ ン フ ラス トラク チ ャー論,⑧

人 間発 達 と 自己実 現 の基 盤 づ く り と して の 情 報 ネ ッ トワー ク型 イ ンフ ラ ス トラ

クチ ャー 論(4〕 都 市 環 境 の保 全 と社 会 的 公 正 実 現 の基 盤づ く りと しての 成 長 管

理 型 イ ンフ ラ ス トラ クチ ャー論 に整 理 して み た こ とが あ る鋤。 この 中 で,池..ヒ

の イ ン フ ラ ス トラ クチ ャー論 は,(3)の 情 報 ネ ッ トワ ー ク 型 イ ンフ ラス トラ ク

チ ャー論 に含 め られ て い た が,今 日で は そ れ は,固 有 価 値 の理 論 と結 び つ け ら

れ て,さ ら に深 化 ・発 展 さ せ られ た と、い え る。

とこ ろで,公 務 労 働 を,固 有 価値 実現 の た めの イ ン フ ラス トラク チ ャー を形

成 ・維 持 ・管 理 す る労 働 と して位 置 づ け た場 合,そ れ が真 に社 会 的共 同業 務 の

再 建 を担 い う るよ うに な る た め の課 題 と して,あ らた め て次 の よ うな諸 点 が 浮

か び上 が って くる よ うに思 わ れ る心

35)重 森 瞬 「地域づくりとインフラス トラクチャー」『財政学研究」第17号,1992年8月 。
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第 一 に,.イ ンフ ラ ス トラ クチ ャー 整備 に お け る人 的 要 素 と して の公 務 労 働 の

配置 の重 要 性 で あ る。 と りわ け,戦 後 日本 に お け る イ ン フ ラ ス トラ クチ ャー整

備 の重 点 はハ ー ドな施 設 ・構 築物 の建 設 に おか れ て きた 。 土 建 本位 制 国家 とい

われ る よ うな公 共 上 木 事 業 偏 重 の財 政 運営 が 行 わ れ,イ ン フ ラ ス トラ クチ ャー

整 備 に お け る 人的 配 置 と維 持 ・管理 シ ス テ ム を軽 視 す る傾 向 が つづ い て きた 。

個 人 の 自己 実 現 の.条件,あ る い は 固有 価 値 実 現 の 条 件 と して イ ンフ ラス トラ ク

チ ャー を位 置 づ け る とす れ ば,ハ ー ドな施 設 ・構 築物 の 建設 だ けで は な く,そ

れ を管 理 ・運 用 す るた め の 専 門性 と総 合 性 を もった 公 務労 働 者 を,最 適 な水 準

で維 持 ・配 置 す る こ とが よ り重 視 さ れ るべ きで あ ろ う。

第 二 に,イ ンフ ラス トラ クチ ャー が適 切 に機 能 す るた め には,い わ ゆ るハ ー

ドと ソ フ トが 適 切 に結 合 しな け れ ば な らな い。 公 務 労 働 が 社 会 的 共 同業 務 の現

代 的再 生 を担 うた め に は,公 務 労働 に お け る熟 練(専 門性 と総 合性)が 不 断 に

高 め られ る と と もに,そ れ を 活 かす た め の最 新 の技 術 ・施 設 ・設 備等 が 整 備 さ

れ る必 要 が あ る。 どの よ うにす ぐれ た能 力 を もつ 公務 労働 者 も,十 分 な 設備 と

技 術 な しには そ の 潜在 力 を発 揮 す る こ と はで きな い で あ ろ う し,ま た,い か に

最 新 の設 備 と技 術 が 整 備 さ れ て も,そ れ を使 い こな す.公務 労 働 の熟 練 と ネ ッ ト

ワー ク シス テ ムが な け れ ば,そ の潜 在 力 を活 か す こ とは不 日f能で あ る。 この こ

ζは,最 近 の 阪 神 ・淡路 大震 災 の経 験 や,大 阪 府堺 市 で の0-157事 件 に よ って

わ れ わ れ が 痛 切 に思 い知 ら され た こ とで あ る36㌔

第 三 に,イ ンフ ラス トラ クチ ャー が 固 有価 値 の生 産 と実 現 を支 援 す る役 割 を

果 た す た め に は,イ ンフ ラ ス.トラ クチ ャー を 形 成 ・維 持 ・管 理 す る人 々 と,固

有 価 値 を 創 造 す る生 産 者 や それ を享 受 す る消 費者 との 問の フ ィー ド ・バ ック シ

ス テ ムが な け れ ば な ら ない とい う こ とで あ る 。社 会 に お け る固 有 価値 の生 産 と

享 受 お よ び そ の評 価 シ ス テ ム はた え ず 変 化 ・発 展 す るで あ ろ う し,そ れ と と も

に イ ン フ ラス トラ ク チ ャー の形 成 ・管理 労 働 もた えず 変 化 ・発展 しな けれ ば な

ヨ6)大 震災と公務労働については,大 震災と地方自治研究会編 『大震災と地方自治』自治体研究社,

1996年参照。
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らない 。 固 有 価 値 の 隼 産 ・享受 とイ ン フラ ス トラ クチ ャー の形 成 ・管 理 の相 互

発展 を保 障 す るた め には,両 者 の不 断 の相 互 交 流 ・相 互学 習 の過 程 が 必 要 で あ

る 。 これ まで,社 会 的 共 同業 務 の再 生 とい う視 点 か ら住民 と公 務 労 働 の共 同 の

必 要性 が 説 か れ て きた が,固 有 価 値 の生 産 と実 現 とい う視 点か らす れ ば,そ の

こと は さ ら に重 要性 を お び て くる とい え る。

第 四 に,「 共 同財 」 の 総 合 性 を 再 生 し,固 有 価 値 の 実 現 を支 援 す るた め の イ

ンフ ラ ス トラ クチ ャー管 理 労 働 と して の公 務 労働 は,そ れ 自身が 地 域 的 な個 性

や文 化 性 を もた な けれ ば な らな い とい うこ とで あ る。 固有 価 値 の生 産 や その 享

受 は,そ れ ぞ れ の地 域 に固 有 の文 化や 伝 統 にね ざ し,そ れ ぞ れ の地 域 に 固有 の

資 源や 潜 在 力 を活 か す か た ち で展 開 さ れ るで あ ろ う。 だ とす れ ば,そ れ を支 援

す る公 務 労 働 も,そ れ ぞ れ の 地域 の文 化 や 個 性 に深 くね ざ した もの で な けれ ば

な らな い。 官 僚 シ ス テ ム にお け る画一 的.公務 の遂 行 で は な く,地 域 の文 化 や 伝

統 に深 く根 ざ した 公 務 労 働 だ けが,真 に固 有 価 値 の実 現 に役 立 ち,「 共 同 財 」

の総 合 性 を再 生 す る道 を き りひ ら く こ とが で き よ う。 この こ とか ら も,現 代 の

公 務 労 働 は,中 央 集 権 的 官僚 機 構 で は な く,分 権 ・自治型 シス テ ム の下 にお か

れ な けれ ば な らな い とい う こ とに な る。

Iv「 第 三 の イタ リア」 と リアル ・サ ー ビス

こ こで 最 後 に,私 は,地 域 の文 化 や 個 性 に深 く根 ざ した公 務 労 働 の 一 つ の 典

型 と して,「 第 三 の イ タ リア」 を代 表 す るエ ミ リア ・ロ や 一 二 ャ州 に お け る リ

ア ル ・サ ー ビス とい う概 念 に つ い て 紹 介 して お きた い 。 こ れ は,フ レ キ シ ブ.

ル ・ス ペ シ ャ ライ ゼ ー シ ョ ン(柔 軟 な専 門化)型 の資 本 蓄 積 にお け る公 務 労働

の 実 際 を知 る うえで も,ま た,日 本 にお け る地 方 自治 体 の 産 業 行 政,す な わ ち,

中小 企 業 を 主役 とす る内 発 型 資 本 蓄 積 に貢 献 す る公 務 労 働 の あ り方 を 考 え る う

えで も,参 考 に な る と思 わ れ るか らで あ る。

よ く知 られ て い る よ うに,1980年 代 の後.半,イ タ リア は戦 後 第 二 の 奇 跡 とい

わ れ る経 済 成長 を とげた 。 しか も,そ の 主役 は,ト リノ,ジ ェ ノ ヴ ァ,ミ ラ ノ
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を結 ぶ伝 統 的 な北 部 大 工 業 地 域 で はな く,ヴ ェ ネ ト,エ ミ リア ・ロマ 一 二 ャ,

マ ルケ,ウ ンブ リア,ト ス カ ー ナ な ど北 ・中部 の諸 州 に展 開す る中小 企 業 群 で

あ った 。 これ らの地 域 は 「第 三 の イ タ リア」 と して注 目 を集 め,い わ ゆ る フ レ

キ シ ブ ル ・スペ シ ャ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の典 型 と評 価 さ れ た。 な か で も,ボ ロ ー

ニ ャ を中 心 とす る エ ミ リ ア ・ロマ 一 二 ャ州 の 中小 企 業 群 は,「 エ ミ リア ン ・モ

デ ル」 と呼 ばれ,そ の 代 表 的存 在 とな つだ7.b

「第 三 の イ タ リア」 にお け る中小 企 業 の特 徴 は,特 定 の 都市 に 特 定 の 産業 が

集 中的 に立 地 し,い わ ゆ る産 業 地 区(industrialdistrict)を 形 成 してい る と こ

ろ にあ る。 た とえば,エ ミ リア ・ロマ ー ニ ャ州 の例 を あげ れ ば,カ ル ビの繊 維

己 アパ レル ,サ ッス ォー ロの セ ラ ミ ック ・タイ ル,レ ッジ ョ ・エ ミ リアの 農 業

機 械,サ ン ・マ ウロ ・パ ス コー リの靴,ボ ロー ニ ャの包 装 機 械 等 とい った 具 合

で あ る。 これ らの産 業 地 区 の 特 徴 は,次 の よ うに要 約 で きる。

(D特 定 の業 種 の 中.小企 業 が特 定 の地 域 に集 積 立 地 し,顧 客 の 多 様 な 需 要 に

柔 軟 に対 応 しな が ら,高 度 に 専 門化 され た 生 産 を 行 って い る こ と。

② 市 場 との対 応や 企 画 お よ び生 産 行 程 の コ ン トロー ル を うけ もつ 親 企 業 群

(final丘rm>を 中 心 に,生 産 工 程 の各 段 階 を担 当 す る下 請 企 業 群,お よ び

運 輸 ・金 融 ・流 通 な どを担 当す る関 連 企 業 が,緊 密 な ネ ッ トワ ー ク を形 成

して い る こ と。

〔3)産 業地 区 内部 に おい て は,技 術 革 新 や 製 品 開発 を め ぐる き び しい 企 業 間

競 争 が み られ るが,同 時 に,産 業 地 区 を 維持 ・発 展 させ る た.めの永 続 的 か

つ 民 主 的 な企 業 間 の 共 同 と連 帯 が あ る こ と。

㈲ 経 済活 動 の 単 位 と して の 産 業 地 区 と,住 民 生 活 の単 位 と して の 地 域 とが

渾然 一 体 とな り,文 化 的 ・社 会 的 ・政治 的 な個 性 と 自治 をつ く りだ して い

る こ と。

この よ うな産 業 地 区 が イ タ リア経 済 の主 役 を演 じて い るが,し か し,世 界 市

37)5、B川sco,TheEmilianmod巳1:produo廿vedecentralisationandsocialintegration,(淑 醒 伽 』吻8

Journalげ 五ど研 θ醒 ゴ隠,N、2v,)1.6,1982.
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場 に お け るた え ざ る技 術 革 新 や 競 争激 化 の 中で,こ れ らの 中小 企 業 群 の地 位 も

つ ね に安 泰 とい うわ けで は な い。 産業 地 区 それ 自体 は,決 して行 政 や 特 定 の 企

業 に よ って 意 識 的 に つ く られ た もので は な く,歴 史 的 ・自然発 生 的 に形 成 され

て き.たもの で あ るが,.今 日で は,そ れ を さ さ え るた め の公 共部 門や 公 共 と民 間

の協 力 に よ る中小 企業 へ の支 援 や 産 業 政 策 の 重 要性 が認 識 され 始 め てい る。 そ

の よ うな 支援 組 織 の形 成 と産 業 政 策 の展 開 とい う点 で も,一 つ の 典 型 を示 して

い るの が エ ミリ ア ・ロ マ 一 二 ャ州 で あ る。

周知 の よ う に,1970年 代 に イ タ リアで は州 制 度 が確 立 し,都 市 計 画 や 医 療 ・

保健 な ど を は じめ 多 くの 行政 権 限が 中央 政 府 か ら州 お よび 自治 体 に分 権 化 され

た 。 中小 企 業 対 策 を 中心 とす る産 業 行 政 もそ の一 つ で あ った 。 そ の際,多 くの

州 は,産 業 行 政 の 中心 をハ ー ドな イ ン フ ラ ス トラ クチ ャー の 整 備 や,技 術 開

発 ・雇 用 拡 大 にむ けて の 金 融 的 イ ンセ ンテ ィブ の提 供 にお い た が,エ ミリ ア ・

ロマ 一 二 ャ州 で は,そ れ よ り も技 術 開.発 ・市 場 開拓 ・経営 組織 ・幹 部養 成 ・信

用供 与 等 にか ん す る対 企 業 サ ー ビス,情 報 サ ー ビス に重 点 を お い た。 そ の役 割

を 果 た した の が,1974年 に,州 と地 域 の各 種 産 業 団体 の 共 同で 設 立 され たER

VE.T(地 域 経 済 活 性 化公 社)で あ る。 や が て,80年 代 に入 り,こ のERVE

Tを 中心 に,CC(セ ラ ミッ ク ・セ ン ター〉,CITER(繊 維 情 報 セ ン ター),

CERCAL(靴 産 業 品 質 管 理 セ ン ター),CESMA(農 業 機 械 サ ー ビ ス ・

セ ンター)な ど産 業分 野 ご との情 報 セ ンター が,産 業 地 区 の 中心 都 市 に次 々 に

創 設 され て い った 。 これ らの情 報 セ ン ター の 活動 を とお して生 まれ た の が リア

ル ・サ ー ビス(servizireali)と い う概 念 で あ る瓶

S,ブ ルス コに よ る と,リ ア ル ・サ ー ビ スの代 表 的 な事 例 は,〔1>外 岡 にお け

る技 術 や 品 質 の 基準 にか んす る情 報,〔2製 品 の デ ザ イ ンや 製 造 法 にか ん す る ソ

フ トウ ェ ア(CAD-CAMシ ス テ ム な ど),〔3源 材 料 の 品 質管 理 の た め の ネ ッ

トワ ー ク,㈲ 外 国 で公 示 され た 入札 文 書 の 翻 訳 な どで あ る。

これ らの 情 報 サ ー ビス は公 共 財 と しての 性 格 を も って お り,民 間企 業 で は な

38)重 森 曉 「r第三のイタリア』と席業地区」「大阪経大論集」第46巻第1号,1995年5月 。
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く公 的組 織 に よ って 供 給 さ れ な けれ ば な らない 。 なぜ な ら,第 一 に,リ アル ・

サ ー ビス の供 給 にか か わ る ノ ウハ ウは産 業 地 区内 で は 見 つ け に くく,外 部 か ら

導 入 しな けれ ば な らな い 。 第 二 に,仮 に そ の よ うな ノ ウハ ウが 産業 地 区 内 に存

在 した と して も,リ ア ル ・サ ー ビス の生 産 に は巨 額 の先 行 投 資 が 必 要 で あ り,

そ の実 現 まで に は長 時 間 が必 要 とな る。 そ して,第 三 に,情 報 市場 の特 性 か ら

して,商 業 ベ ー ス で個 々 の企 業 に情 報 を提 供 す る には 困 難iがと もな うか らで あ

る。 大 企 業 は 必 要 な情 報 を直 接 収 集 し,そ の秘 密 を保 持 し,そ こか ら利 潤 を 上

げ る こ とが で き る。 しか し,中 小 企 業 に はそ れ が で きな い。 情 報 の収 集 に はあ

ま りに も コ ス トが か か り,ま た,市 場 に は彼 らが必 要 とす る情 報 は存 在 しない 。

こ こ に,産 業 地 区 にお け る情 報 提 供 にか ん す る基 本 的矛 盾 が あ る。 つ ま り,企

業 が 必 要 とす る情 報 は 個別 企 業 に よ って は提 供 す る こ とがで きな い。 しか し,

情 報 の広 範 な利 用 は 産業 地 区 の経 済 的 発展 と コ ミュニ テ ィの福 祉 の増 進 に と っ

て決 定 的 に重 要 で あ る 。 この矛 盾 こ そ,こ の よ うな情 報 を あ る種 の公 共 財 と し

て位 置 づ け,公 的 に提 供 す る こ とを正 当 化 で き る根 拠 で あ る とS.ブ ル ス コは

主 張 す る3%

S.ブ ルス コは,ま た,リ ア ル ・サ ー ビ.スの供 給 メ カニ ズ ム に関 連 して,こ

れ らの情 報 は,個 々 の企 業 に対 してで は な く企 業 集 団 に対 して,地 域 間 ・企 業

閲 の 比 較 調査 に 右 とつ く広 範 囲 の もの を,で きるだ けわ か りや す くパ ー ソナ ラ

イ.ズした形 態 で,し か も適 切 な価 格で 提 供 され るべ きで あ る と して い る。 調査

機 関 が もつ 知 識 や 能 力 を駆使 して,そ れぞ れ の産 業 地 区 の もつ 人 類 学 的 な 意味

で の 文 化 的環 境 に どれ くらい接 近 で きるか が,提 供 され る情 報 や ノ ウハ ウが 中

小 企 業 に とっ て受 け.入れ や す い もの に な るか ど うか の 決 め 手 にな る釦,。

た とえ ば,ERVETの 職 員 は約30人,半 数 が 技 術 ・法律 ・経 済 ・政 治 ・国

際 問題 等 の専 門家 で あ り,平 均 年 齢 は35歳 程 度,3分 の2が 女性 で あ る。 これ

らの若 い大 学 卒 の 人 々 が,中 小 企 業 へ の リア ル ・サ ー ビス の提 供 とい う全 く新

39)S.BruscD,S㎜11firmsandtheprovisionofrealservices,inF.PykeandW.Sengenb哩Tgeエ

(ed.),Industrialdistrictsandlocaleconomicregeneration,ILOPublications,1992.

4① ゴbid.
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しい分 野 の 仕事 に と り くんで きた。 「こ の仕 事 に は根 気 と創 造 性 と柔 軟 性 が 要

求 され る」 と ス タ ッフの 一 人 は述 懐 して い たが,ま さ にそ の通 りで あ ろ う。 ま

た,こ の 地 域 の 固 有 の 政 治 的 ・文 化 的 雰 囲気 の 中で こそ,生 産 者 と リア ル ・

サ ー ビス提 供 者 との 密接 な 関係 が 発 展 しえ た こ ともた しか で あ る4%

ここで 興 味 深 い こ とは,S,ブ ル ス コが,リ ア ル ・サ ー ビス の意 義 とその 公

的 セ ク ター に よ る供給 に つ い て最 も適 切 な理 論 的 説 明 を与 えた 人 と して,A.

0.八 一 シ ュマ ンの 名 を あ げ て い る こ とで あ る。S.ブ ル ス コに よ る と,ハ ー

シ ュマ ンは,発 展 の 遅 れ た 地域 で は,障 害 と機 会 の 双 方 にか んす る ボ トル ネ ッ

クが存 在 す るが,な か で も重 要 な の は専 門 的知 識 の不 足 に よ って生 じる ボ トル

ネ ックで あ る と し,そ れ らの 専 門 的 知識(ノ ウハ ウ)は 少 数 者 の排 他 的資 産 で

は な く,社 会 組 織 全 体 に よ っ て 利 用 可 能 な 社 会 構 造(イ ン フ ラ ス ト ラ ク

チ ャー〉 と して整 備 され な くて は な らな い こ とを強 調 した卿。

た しか に,A.0.ハ ー シ ュマ ンの 経 済 発 展 論 の 接 近 法 は,「 資 本 や 企 業 者

精神 の よ う な稀 少 資 源 の 節約 的使.用に もっ ぱ ら注 意 す るの で は な く,そ れ らの

稀 少諸 資 源 の最 大 可 能 量 を喚起 し動 員 す る 『圧 力 』 やr誘.発 機 構 』 を捜 し出 そ

う とす る もの」 で あ った4%つ ま り,開 発 途 上 国 にお け る資 源 や 資 本 等 の 不 足

につ い てあ れ これ 論 じ るので は な く,そ れ ぞれ の地 域 の潜 在 的可 能 性 をい か に

引 き出す か が.重要 で あ る と して,そ の潜 在 的 可 能性 を実現 す る ため の 「圧 力 」

な い し 「誘 発 機 構」 と して の イ ンフ ラ ス トラ ク チ ャー(な い し社 会 的 間接 資

本)の 意 義 を解 明 し よ う と した の で あ っ た。 しか も,八 一 シ ュマ ンは,「 広 義

のSOC(SocialOverheadCapital)に は,灌 漑,排 水 組織 の よ うな 興 業 上 の

間接 資 本 は も と よ り,法 と秩 序 か ら始 ま り,教 育,衛 生 を経 て 運 輸,通 信,動

力,水 道 に い た る一 切 の公 的 サ ー ビス が ふ くまれ る」卿 と して,道 路 や 港 湾 な

41)重 森 曉 「『第 三 の イ タ リ.ア」 と産 業 地 区」 参 照 。

42)S.Brusco,op.dt.

43)A.0.Hi硲chm叫 丁勧 説rα'ビgyげ1E`oηo励`-加,β 如p"置朋z,1958,小 島情 監 修 ・麻 田 四 郎 訳1経

済 発 展 の 戦 略」 巌 楼 堂 出版,1961年 。

製 〉 同上 。
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どの ハ ー ドな施 設 だ け で な く,法 や 通 信 シス テ ム な どの ソ フ トな イ ン フ ラス ト

ラ クチ ャー を も社 会 的 間接 資 本 の 巾 に含 め て いた 。 も っ と も,.八 一 シ ュマ ンの

議 論 は,実 際 には 社 会 資 本 の 「核 」 とな る運 輸 と動 力 に収 斂 さ れ るか た ちで 展

開 さ れ て お り,と く に 日 本 に この 議 論 が 導 入 さ れ た 時 に は,道 路 や 港 湾 な ど

ハ ー ドな社 会 資 本 の整 備 を 中心 に論 じ られ る傾 向 が強 か っだ5)。 だ が ,イ タ リ

アの 場 合 に は,こ の よ うに,産 業 地 区 にお げ る小 企 業 へ の リア ル ・サ ー ビ スの

理 論 的 説 明 の た め に,八 一 シ ュ マ ンの 発 展 戦 略論 が援 用 され て い る とい うの は

ま こ と に興 味 深 い 。

私 は,前 節 で,イ ン フラ ス トラ ク チ ャ ーの 形 成 ・管 理労 働 と して の公 務 労働

が,社 会 的 共 同 業 務 の 再生 とい う役 割 を はた す た め に は,そ の 人 的要 素 の重 視,

ソ フ トとハ ー ドの 結 合,公 務 労 働 者 と民 間の 生 産 者 ・消 費 者 との フ ィー ドバ ッ

ク ・シ ス テ ム,地 域 の 固 有性 ・文 化 性 へ の接 近 が 重 要 で あ る と指 摘 した 。 この

よ うな内 発 型 の 資 本 蓄積 に お け る公 務 労 働 の あ り方 を 具体 的 に示 す もの と して,.

「第 三 の イ タ リア」 と りわ けエ ミリ ア ・ロマ ー ニ ャ州 に お け る リア ル ・サ ー ビ

スは,き わ め て示 唆 に富 む 内 容 を含 ん で い る よ うに思 わ れ る。

i
.

45)ハ ー シュマ ンの社会的 間接費本論の批判的検討については,宮 本憲一 『社会資本論」 有斐閣,

1967年 を参照。


